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問1 1944年（昭和19年）から本格的に行われた、都市部の子供たちが空襲の被害を避けるために、親元を離れて農村部へ避難した
ことを何といいますか。 （2016年　富山県公立入試　類似）

1.  学徒勤労動員 2.  学童疎開 3.  国民学校令 4.  隣組

問2 世界恐慌が発生した際、多くの子民地を持っていたイギリスやフランスが、自国と植民地の間の関税を低くし、他国に対して
は高い関税をかけることで経済を守ろうとした政策を何といいますか。 （2024年　福井公立入試　類似）

1.  ブロック経済 2.  ニューディール政策 3.  五カ年計画 4.  自由貿易政策

問3 1929年に約7億8千万円だった日本の生糸輸出額が、1930年には約4億1千万円へと大幅に減少した統計資料があります。この
輸出額急減の背景にある国際的な出来事と、それが当時の日本の農村に与えた影響を説明したものとして最も適切なものはど
れですか。 （2017年　神奈川県公立入試　類似）

1.  世界恐慌により、最大の輸出先
であったアメリカでの需要が激減
し、生糸の原料となるまゆの価格
が暴落して、多くの養蚕農家が困
窮した。

2.  第一次世界大戦の終結によって
軍需品の輸出が停止し、都市部で
の失業者が増加したことで、農産
物の価格が急騰して消費者が苦し
んだ。

3.  ブロック経済の形成に対抗する
ため、日本が独自に生糸の輸出制
限を行った結果、国内でまゆが余
り、農家の収入が減少した。

4.  関東大震災による製糸工場の倒
壊が相次ぎ、生糸の生産能力が低
下したため、輸出が困難になり農
家への支払いも滞った。

問4 1930年代の日本において、世界恐慌に端を発する昭和恐慌により、農村部では欠食児童や娘の身売りが社会問題化するほど生
活が困窮しました。こうした深刻な社会不安を背景に、1936年に陸軍の青年将校らが武力による政治改革を目指して引き起こ
した出来事はどれですか。 （2020年　京都公立入試　類似）

1.  二・二六事件 2.  五・一五事件 3.  西南戦争 4.  米騒動

問5 1945年7月、アメリカ、イギリス、中国の首脳の名において発表された、日本に対して軍隊の無条件降伏などを求めた共同宣
言を何といいますか。 （2022年　香川公立入試　類似）

1.  ポツダム宣言 2.  カイロ宣言 3.  ヤルタ会談による秘密合意 4.  太平洋憲章

問6 第一次世界大戦後の1919年に結ばれたベルサイユ条約から、1945年の第二次世界大戦終結までの期間に起きた、以下の3つの
歴史的事項を年代の古い順に並べたものとして適切なものはどれですか。 ・日独伊三国同盟の締結 ・ワシントン会議での軍縮
合意 ・ニューディール政策の開始 （2022年　千葉県公立入試　類似）

1.  ワシントン会議での軍縮合意
→ ニューディール政策の開始 →
日独伊三国同盟の締結

2.  ニューディール政策の開始 →
ワシントン会議での軍縮合意 →
日独伊三国同盟の締結

3.  ワシントン会議での軍縮合意
→ 日独伊三国同盟の締結 → ニュ
ーディール政策の開始

4.  日独伊三国同盟の締結 → ワシ
ントン会議での軍縮合意 → ニュ
ーディール政策の開始

問7 1933年に日本が国際連盟を脱退することを選んだ直接の理由として、当時の状況を説明したものとして最も適切なものはどれ
ですか。 （2025年　千葉公立入試　類似）

1.  リットン調査団の報告に基づ
き、満州における日本の軍事行動
が自衛権の発動ではないと否定さ
れ、軍の撤退を求められたため。

2.  下関条約によって獲得した領土
について、ロシア・ドイツ・フラ
ンスから清へ返還するよう強く要
求されたため。

3.  国際連盟が日本に対して、第一
次世界大戦の敗戦国であるドイツ
の植民地を引き継ぐことを禁止す
る命令を出したため。

4.  世界恐慌への対策として、日本
がブロック経済圏を形成すること
を国際連盟が全面的に承認し、連
盟に留まる必要がなくなったた
め。

問8 世界恐慌への対策としてアメリカ合衆国が実施したニューディールの内容について、その仕組みを説明したものとして最も適
切なものはどれですか。 （2024年　宮城県公立入試　類似）

1.  政府が公共事業を通じて雇用を
創出し、国民の購買力を高めるこ
とで景気回復を図る政策。

2.  本国と植民地を一つの経済圏と
して囲い込み、他国の商品に高関
税をかけて排除する政策。

3.  社会主義体制のもとで、政府が
生産から分配までを厳格に管理し
て重工業化を推し進める政策。

4.  軍事支出を大幅に増やして軍備
を拡張し、武力による領土拡大を
通じて資源や販路を確保する政
策。


